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第66回 令和7年（2025年）
税制改正解説

計
へ
の
還
元
実
現
を
目
指
し
た
好
循
環
の

構
築
が
テ
ー
マ
と
な
っ
て
い
ま
す
。　

　

ま
た
、引
き
続
き
年
齢
や
働
き
方
に
対

し
て
中
立
か
つ
負
担
能
力
な
ど
を
考
慮
し

た
公
平
な
税
制
の
構
築
が
求
め
ら
れ
て
お

り
、年
金
や
退
職
金
に
対
す
る
課
税
、人

的
控
除（
扶
養
控
除
・
ひ
と
り
親
控
除
・
配

偶
者
控
除
な
ど
）、
暗
号
資
産
に
対
す
る

課
税
は
、今
後
も
注
目
ポ
イ
ン
ト
に
な
る

で
し
ょ
う
。　

　

以
下
、主
要
な
改
正
点
に
つ
い
て
詳
し

く
解
説
し
ま
す
。

個
人
所
得
課
税

①
所
得
税
の
基
礎
控
除
の
見
直
し

（
令
和
７
年
分
の
所
得
税
か
ら
適
用
）

　

物
価
上
昇
の
状
況
下
に
お
け
る
税
負

担
の
調
整
の
観
点
か
ら
、所
得
税
の
基
礎

控
除
額
が
見
直
さ
れ
、合
計
所
得
金
額
が

２
３
５
０
万
円
以
下
の
個
人
に
対
し
て
は
、

変
化
す
る
税
制
改
正
の
テ
ー
マ

　

令
和
６
年
末
、
自
民
・
公
明
両
党
に
よ

る
「
令
和
７
年
度
与
党
税
制
改
正
大
綱
」

が
発
表
さ
れ
ま
し
た
。
同
大
綱
で
は
、①

持
続
的
経
済
成
長
を
可
能
と
す
る
社
会
構

築
の
環
境
整
備
②
質
の
高
い
国
民
生
活

の
実
現
③
安
全
保
障
お
よ
び
経
済
安
全

保
障
の
強
化
、地
球
温
暖
化
対
策
等
に
関

す
る
取
り
組
み
を
踏
ま
え
た
措
置
が
盛
り

込
ま
れ
て
い
ま
す
。

　

近
年
の
主
な
テ
ー
マ
は「
デ
フ
レ
か
ら

の
脱
却
」で
し
た
が
、今
年
は
そ
こ
か
ら

さ
ら
に
発
展
し
、物
価
上
昇
に
負
け
な
い

賃
上
げ
の
定
着
や
賃
上
げ
に
よ
る
消
費
の

増
加（
企
業
の
収
益
増
加
）、
そ
し
て
、
家

基
礎
控
除
額
を
10
万
円
引
き
上
げ
る
措
置

（
48
万
円
↓
58
万
円
）が
講
じ
ら
れ
ま
し
た
。

こ
れ
に
よ
り
、納
税
者
の
負
担
が
軽
減
さ

れ
ま
す
。【
別
図
Ａ
】

②
給
与
所
得
控
除
の
見
直
し

　

働
き
控
え（
就
業
調
整
）を
防
ぐ
と
い
う

観
点
か
ら
、基
礎
控
除
の
見
直
し
と
併
せ

て
給
与
所
得
控
除
も
見
直
し
が
行
わ
れ
ま

す
。

【
給
与
所
得
控
除
の
最
低
保
障
額
】

現
行
額
：
55
万
円

改
正
後
：
65
万
円

　

こ
れ
に
よ
り
、い
わ
ゆ
る「
１
０
３
万

円
の
壁
」
は
、
１
２
３
万
円（
基
礎
控
除

58
万
円
＋
給
与
所
得
控
除
65
万
円
）に
拡

大
さ
れ
ま
し
た
。
こ
の
改
正
は
、令
和
７

年
分
以
後
の
所
得
税
お
よ
び
令
和
８
年
度

分
以
後
の
個
人
住
民
税
に
適
用
さ
れ
ま
す
。

こ
こ
ま
で
は
、当
初
の
税
制
改
正
大
綱

に
基
づ
く
政
府
案
で
し
た
が
、国
会
審
議

の
結
果
、令
和
７
年
３
月
４
日
の
衆
議
院

本
会
議
で
次
の
追
加
修
正
が
行
わ
れ
、可

決
さ
れ
ま
し
た
。

　

具
体
的
に
は
、
年
収
２
０
０
万
円
以

下
の
所
得
者
は
、
基
礎
控
除
が
さ
ら
に

37
万
増
え
、95
万
円
と
な
り
ま
す
。
こ
れ

に
よ
り
、
課
税
最
低
限
額
は
当
初
案
の

１
２
３
万
円
か
ら
１
６
０
万
円
に
引
き
上

げ
ら
れ
る
こ
と
と
な
り
ま
し
た
。
ま
た
、

年
収
２
０
０
万
円
以
上
８
５
０
万
円
以
下

の
給
与
所
得
者
に
対
し
て
は
、税
負
担
を

軽
減
す
る
２
年
間
の
限
定
措
置
が
盛
り
込

ま
れ
ま
し
た
。【
別
図
Ｂ-

１
】

　

以
下
、ポ
イ
ン
ト
を
整
理
し
ま
す
。
①

年
収
２
０
０
万
円
以
下
の
所
得
者
の
基
礎

控
除
は
、恒
久
的
に
95
万
円
に
引
き
上
げ
。

②
年
収
２
０
０
万
円
以
上
８
５
０
万
円

以
下
の
給
与
所
得
者
は
、２
年
間
の
限
定

措
置
と
し
て
年
収
に
応
じ
て
基
礎
控
除

が
引
き
上
げ
ら
れ
、
２
年
後
の
基
礎
控

除
額
は
58
万
円
と
な
る
。【
別
図
Ｂ-

２
】

　

年
収
８
５
０
万
円
超
の
給
与
所
得
者

は
、２
年
間
の
限
定
措
置
の
適
用
は
あ
り

ま
せ
ん
。

③
特
定
親
族
特
別
控
除（
仮
称
）の
創
設

　

就
業
調
整
対
策
の
一
環
と
し
て
、大
学

生
年
代
の
子
等
に
係
る
新
た
な
控
除「
特

定
親
族
特
別
控
除（
仮
称
）」が
創
設
さ
れ

ま
す
。
こ
れ
は
、特
定
扶
養
控
除
と
同
額

の
63
万
円
を
控
除
す
る
も
の
で
、19
歳
以

上
23
歳
未
満
の
親
族（
配
偶
者
や
青
色
事

業
専
従
者
等
を
除
く
）を
扶
養
す
る
納
税

者
の
負
担
軽
減
を
目
的
と
し
て
い
ま
す
。　

　

　

こ
の
制
度
に
よ
り
、
特
定
親
族
の

別図 A 所得税の基礎控除の
見直し

合計所得金額 基礎控除額

2,350 万円以下 58 万円

2,350 万円超～
2,400 万円以下 48 万円

2,400 万円超～
2,450 万円以下 32 万円

2,450 万円超～
2,500 万円以下 16 万円
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23
歳
未
満
の
親
族（
配
偶
者
や
青
色
事

業
専
従
者
等
を
除
く
）。

②
特
定
親
族
の
合
計
所
得
金
額
が

１
２
３
万
円
以
下
。【
別
図
Ｃ
】

合
計
所
得
金
額
が
85
万
円（
給
与
所
得

１
５
０
万
円
）以
下
で
あ
れ
ば
、
納
税
者

は
63
万
円
の
控
除
を
受
け
ら
れ
ま
す
。

85
万
円
を
超
え
る
と
、所
得
に
応
じ
て
控

　

こ
の
改
正
は
、令
和
７
年
分
以
後
の
所

得
税
お
よ
び
令
和
８
年
度
分
以
後
の
個
人

住
民
税
に
適
用
さ
れ
ま
す
。

④
生
命
保
険
料
控
除
の
見
直
し

　

23
歳
未
満
の
扶
養
親
族
を
有
す
る
納
税

者
に
対
し
、生
命
保
険
料
控
除
の
一
般
生

命
保
険
料
控
除
額
が
引
き
上
げ
ら
れ
ま

す
。
具
体
的
に
は
、年
間
の
新
生
命
保
険

料
に
応
じ
て
、【
別
図
Ｄ
】の
控
除
額
が
適

用
さ
れ
ま
す
。

⑤
住
宅
ロ
ー
ン
減
税

　

子
育
て
世
帯（
18
歳
以
下
の
子
が
い
る

世
帯
）お
よ
び
若
者
夫
婦
世
帯（
夫
婦
の
い

ず
れ
か
が
39
歳
以
下
の
世
帯
）に
対
し
て
、

住
宅
ロ
ー
ン
控
除
の
借
入
限
度
額
の
上
乗

せ
措
置
が
１
年
間
延
長
さ
れ
、令
和
７
年

末
ま
で
適
用
さ
れ
ま
す
。
具
体
的
な
借
入

限
度
額
は
、次
の
と
お
り
で
す
。

除
額
が
段
階
的
に
減
少
し
、１
２
３
万
円

を
超
え
る
と
控
除
は
適
用
さ
れ
ま
せ
ん
。 

特
定
親
族
の
要
件
は
次
の
と
お
り
で
す
。

①
納
税
者
と
生
計
を
一
に
す
る
19
歳
以
上

特定親族の合計所得金額 控除額
85 万円以下 63 万円
85 万円超 90 万円以下 61 万円
90 万円超 95 万円以下 51 万円
95 万円超 100 万円以下 41 万円
100 万円超 105 万円以下 31 万円
105 万円超 110 万円以下 21 万円
110 万円超 115 万円以下 11 万円
115 万円超 120 万円以下 6万円
120 万円超 123 万円以下 3万円

別図D 生命保険料控除の
見直し

別図 C 特定親族特別控除（仮称）の創設

別図 B 103 万円の壁見直し

年間の
新生命保険料

控除額
（令和8年分より）

30,000 円以下 新生命保険料の
全額

30,000 円超
60,000 円以下

新生命保険料 ×
 1/2 ＋ 15,000 円

60,000 円超
120,000 円以下

新生命保険料 ×
1/4 ＋ 30,000 円

120,000 円超 一律 60,000 円

扶養控除額の比較

区分 年齢要件 所得税
控除額

住民税
控除額

一般の
控除対象
扶養親族

16 歳以上
19 歳未満
または 23 歳以上
70 歳未満

38 万円 33 万円

特定
扶養親族

19 歳以上
23 歳未満 63 万円 45 万円

老人
扶養親族 70 歳以上 48 万円 38 万円
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う
か
。

　

し
か
し
、す
べ
て
の
控

除
が
一
律
に
有
益
で
あ

る
と
は
言
い
難
く
、た
と

え
ば
、住
宅
ロ
ー
ン
控
除

に
お
い
て
は
、省
エ
ネ
住

宅
は
一
般
的
に
価
格
が

高
額
な
た
め
、子
育
て
世

代
が
省
エ
ネ
住
宅
を
選

択
す
る
に
は
経
済
的
負

担
が
大
き
く
、現
状
で
は

そ
の
選
択
が
厳
し
い
と

言
わ
ざ
る
を
得
ま
せ
ん
。

　

ま
た
、
配
偶
者
控
除

（
配
偶
者
特
別
控
除
）に

お
い
て
は
、配
偶
者
が
控

除
に
よ
る
節
税
額
以
上

の
収
入
を
得
ら
れ
る
の

で
あ
れ
ば
、「
配
偶
者
控

除
を
適
用
し
な
い
」と
い

う
選
択
肢
も
あ
り
ま
す
。　

　

そ
れ
ぞ
れ
の
改
正
ポ

イ
ン
ト
を
し
っ
か
り
お

さ
え
て
有
益
な
情
報
を

取
捨
選
択
し
、今
後
も
税

制
の
メ
リ
ッ
ト
を
最
大

限
に
活
用
し
て
い
き
ま

し
ょ
う
。

課
税
措
置
が
２
年
延
長
さ
れ
ま
す
。
こ
の

措
置
は
令
和
５
年
の
大
綱
に
お
い
て「
廃

止
を
含
め
再
検
討
」と
さ
れ
て
お
り
、利

用
者
が
依
然
と
し
て
少
な
い（
相
続
税
の

節
税
に
繋
が
ら
な
い
こ
と
も
一
因
）こ
と

か
ら
、一
度
白
紙
に
戻
す
べ
き
と
い
う
考

え
で
し
た
が
、「
こ
ど
も
未
来
戦
略
」と
い

う
集
中
期
間
で
あ
る
た
め
延
長
と
な
り
ま

し
た
。【
別
図
Ｅ
】

法
人
課
税

防
衛
特
別
法
人
税（
仮
称
）の
創
設

　

防
衛
力
強
化
の
た
め
の
財
源
確
保
を

目
的
と
し
て
、新
た
に「
防
衛
特
別
法
人

税（
仮
称
）」が
導
入
さ
れ
ま
す
。
法
人
税

額
に
対
し
、税
率
４
％
の
付
加
税
が
課
さ

れ
、令
和
８
年
４
月
１
日
以
後
に
開
始
す

る
事
業
年
度
か
ら
適
用
さ
れ
ま
す
。
ま

た
、課
税
標
準
と
な
る
法
人
税
額
か
ら
年

５
０
０
万
円
を
控
除
す
る
措
置
が
設
け
ら

れ
て
い
ま
す
。

ま
と
め

　

今
回
の
税
制
改
正
で
は
、個
人
の
税
負

担
の
増
加
を
抑
え
る
た
め
、基
礎
控
除
や

給
与
所
得
控
除
の
引
き
上
げ
が
行
わ
れ
ま

し
た
。
こ
れ
に
よ
り
、税
負
担
の
軽
減
を

実
感
す
る
方
も
多
い
の
で
は
な
い
で
し
ょ

【
住
宅
の
種
類
と
借
入
限
度
額
】

●
長
期
優
良
住
宅
・
低
炭
素
住
宅

　

５
０
０
０
万
円

●
Ｚ
Ｅ
Ｈ
水
準
省
エ
ネ
住
宅

　

４
５
０
０
万
円

●
省
エ
ネ
基
準
適
合
住
宅

　

４
０
０
０
万
円

　

こ
れ
に
よ
り
、該
当
す
る
世
帯
は
通
常

の
限
度
額
よ
り
も
高
い
借
入
限
度
額
が

適
用
さ
れ
、住
宅
取
得
時
の
税
負
担
が
軽

減
さ
れ
ま
す（
床
面
積
条
件
や
控
除
期
間
、

控
除
率
、
所
得
要
件
は
従
来
ど
お
り【
変

更
な
し
】で
す
）。

①
事
業
承
継
税
制
の
特
例
措
置
の
見
直
し

　

事
業
承
継
を
円
滑
に
進
め
る
た
め
、法

人
版
お
よ
び
個
人
版
事
業
承
継
税
制
の
特

例
措
置
に
お
け
る
役
員
就
任
要
件
・
事
業

従
事
要
件
が
見
直
さ
れ
ま
し
た
。
具
体
的

に
は
、「
贈
与
の
日
ま
で
引
き
続
き
３
年

以
上
」と
い
う
条
件
が
、「
贈
与
の
直
前
に

お
い
て
」
と
変
更
さ
れ
ま
し
た（
令
和
７

年
１
月
１
日
以
後
の
贈
与
よ
り
適
用
）。

②
結
婚
・
子
育
て
資
金
の
一
括
贈
与
に
係

る
贈
与
税
の
非
課
税
措
置
の
延
長

　

直
系
尊
属
か
ら
結
婚
・
子
育
て
資
金
の

一
括
贈
与
を
受
け
た
場
合
、贈
与
税
の
非

＊
税
制
改
正
は
例
年
３
月
末
頃
に
成
立
し
ま
す
が
、
本
稿
は
執
筆
時
期
の
関
係
上
、
原
則
、
昨
年
12
月
公
表
の
税
制
改
正
大
綱
に
基
づ
い
て
い
ま
す
。


